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【「日本再興戦略」-JAPAN is BACK-（平成25年6月14日閣議決定）】 
 

 一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～ 

 ２．雇用制度改革・人材力の強化 

  ⑤若者・高齢者等の活躍促進 ○若者の活躍促進 

   ・ 大学、大学院、専門学校等が産業界と協働して、高度な人材や中核的な
人材の育成等を行うオーダーメード型の職業教育プログラムを新たに開
発・実施するとともに、プログラム履修者への支援を行うなど、社会人の
学び直しを推進する。 

 専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等の教育機関、企業・業界団体、その他関係機関が協
働し、地域や産業界の人材ニーズに対応した、社会人等が学びやすい教育プログラムの開発・実証を行うとともに、高等専
修学校等における特色ある教育を推進するための教育カリキュラムの開発等を実施する。これらの取組を通じて、成長分
野等における中核的専門人材や高度人材の養成を図る。 

（背景） 

（事業の趣旨） 

中核的専門人材や高度人材の養成、社会人等の学び直しを全国的に推進 

 地域版学び直し教育プログラムの開発・実証 
 

開発した全国的な標準モデルカリキュラム等を活用し、各地域の専修学校・大学等において、地元企業や業界団体等のニーズを踏まえた「オーダーメード型教育プログラム」
を開発・実証。 

 

・後期中等教育段階と高等教育段階の連携による実践的・創造的技術者等の養成に対応した教育カリキュラム等の開発・実証   
・発達障害のある生徒等、特別に配慮が必要な生徒・学生が学ぶための教育カリキュラム等の開発・実証              
  
  

 特色ある教育推進のための教育カリキュラムの開発・実証 

後期中等教育段階から高等教育や職業へ継続性のある教育カリキュラムの開発・実証により、円滑な移行
を促進。 

【「日本再興戦略」改訂2014-未来への挑戦-（平成26年6月24日閣議決定）】 
 

 一．日本産業再興プラン 

 １．緊急構造改革プログラム（産業の新陳代謝の促進）  

  ⅲ）サービス産業の生産性向上 

   ・ サービス産業の革新的な経営人材の育成を目指した大学院・大学におけ
る、サービス産業に特化した実践的経営プログラムや、専門学校等における
実践的教育プログラムを開発・普及 

    （前年度予算額：１，５６７百万
円） 

平成２８年度予算額：１，５３３百万
円 

企業・産業界等のニーズを踏まえ
た 
養成すべき人材像を設定・共有。 

環境･エネルギー 食・農林水産 医療・福祉・健康 

工業 社会基盤 ゲーム・ＣＧ 

観光 クリエイティブ ＩＴ 

航空産業 グローバル 経営基盤 

これまでの取組 

コンソーシアム 

全国的な標準モデルカリキュラム等の開発・
実証 

地域や業界団体・企業等の人材ニーズが高い分野において、社会人等を対象として就
労、キャリアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を修得するため、
様々な教育リソースを有する各地域の専修学校等において、地元企業や業界団体等の
ニーズを踏まえた「オーダーメード型教育プログラム」の開発・実証等を行う。 

地域版学び直し教育プログラムの開発・実証 

高等専修学校等において、後期中等教育段階から高等教育や就業への継続性のある
教育カリキュラムや、特別に配慮が必要な生徒等の特性を踏まえた支援体制・教育手法
（教育カリキュラムや就業支援等）の開発・実証を行う。 

特色ある教育推進のための教育カリキュラム等の開発・実証 

  専修学校等の中核的専門人材・高度人材の養成、社会人等の学び直しを全国的
に推進 

  高等専修学校等の特色ある教育カリキュラム等を全国的に共有 

・地域や産業界のニーズに対応した人材の育成 

・特色ある教育カリキュラムの開発・実証 

教育リソースを有する専修学校等において 

「オーダーメード型教育プログラム」の開発・実証 

（事業の概要） 

※実施分野の例 
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産学連携の下で、学習と実践を組み合わせて行う効果的な教育手法を開発・確立し、 

標準モデルとしてパッケージ化（ガイドライン策定） 

専修学校版デュアル教育推進事業 

指導・評価手順 

企業と学校のマッチング 

事前・事後学習手順 

専
修
学
校 

地
元
企
業
・
業
界
団
体 

《学習と実践を組み合わせて行う教育システムの構築》 

 【趣旨・目的】   

 専修学校では、企業等と連携した実習・演習等が個々に実施されているが、その方法論は、必ずしも体系的に確立・共有されて
いるものではない。そこで、専修学校において、これからの時代に求められるアクティブ・ラーニングの在り方を見据え、学習と
実践を組み合わせて行う効果的な教育手法を開発し、学校・産業界双方のガイドラインとして作成・共有化することにより、質保
証・向上を図りつつ、実効的・組織的な産学協同による教育体制を構築し、その推進・拡大を目指すものである。 
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コーオプ教育 
学校内実習 

 共同プロジェクト 
                    等 

成果の発信・普及 取組の普及・拡大 地域中核専門人材の育成／学生・生徒と企業のミスマッチ解消   

要素抽出・類型化
（H28） 

学生受入手順 学生評価指標 

保険の扱い 知的財産権の扱い 

実証・体系化（H29-) 

既存の 
カリキュラム外 

既存の 
カリキュラム内 

【「『日本再興戦略』改訂2015」（平成27年6月30日 閣議決定）】 
 ⑧専修学校と産業界が連携した教育体制の構築 
  ・実践的な職業教育機関である専修学校について、産業界のニーズを踏まえた専門人材の育成機能を強化する。このため、専修学校と企 
   業等が連携しつつ学習と実践を組み合わせて行う教育システム（産学協同教育プログラム）構築に向けたガイドラインの作成等を行う。 

  平成２８年度予算額：１４８百万円（新規） 
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①産学連携 

②社会人学び直し 
③留学生 



 
 
 
 
 
 

 

  ✔ 高等教育機関で学び直しを行っている人数（平成26年4月時点）は、１１．６万人 
 

     
 
 
 
 
 
 

     
 
 
 
 
 

        
     ■大学（学士課程）への社会人入学者（１１，４６５人）のうち、 ５１．１％が放送大学生 （５，８５５人） 
 

 

17,796 

11,465 
3,144 

16,587 

4,069 
545 

19,168 
1,192 

42,249 

大学院の社会人入学者数 

大学（学士課程）への社会人入学者数 

短期大学の社会人入学者数 

専修学校の入学者のうち就業している者 

履修証明制度 (大学) 

履修証明制度 (短大) 

科目等履修制度（大学） 

科目等履修制度（短大） 

専修学校の附帯事業 

■１１．６万人の内訳 

0
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通学制（1,249名） 

■社会人入学者数（大学） 
       

他通信制 
（4,361名） 

放送大学生 
5,855名 

～１９歳 

1,598人 

2.0% 

２０歳代 

10,141人 

12.4% 

３０歳代 

16,184人 

19.8% 

４０歳代 

20,039人 

24.6% 

５０歳代 

14,458人 

17.7% 

６０歳～ 

19,196人 

23.5% 

年齢 

教員 

4,366人 

5.3% 

公務員・ 

団体職員

等 

6,650人 

8.1% 

会社員等 

16,113人 

19.7% 

看護師等 

13,777人 

16.9% 
自営業・ 

自由業 

4,498人 

5.5% 

パートタイ

マー,アル

バイト等 

7,991人 

9.8% 

他大学・専

門学校等 

4,407人 

5.4% 

その他 

23,814人 

29.2% 

職業 

平成26年度第1学期放送大学
年齢・職業別在学者数 

※選科履修生・科目履修生等も含めた在学者数 

<参考＞ 
■経産省によれば、前掲のとおり、2010年～20年の  
   間に職種転換が必要となる人数は年間２０万人／年 
   であり、期間途中である本年度においても、同程度人   
   数の職種転換が必要と推測される。 
 
 

※通学制は、「平成25年度国公私立大学・短期大学入学者選抜実施状況」 
 の社会人入試による入学者数。 通信制、放送大学の入学者数は、 

 平成25年度学校基本統計の職業別学生数等からの推計。 

専修学校が約６万人と半数を占める 

高等教育機関における社会人の学び直しに関する現状と課題 
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  ✔ 我が国では、２５歳以上の高等教育機関への入学者が少ない。 
 

        ■２５歳以上の入学者の割合の国際比較（２０１１） 
 

        【大学型高等教育機関（学士課程）】                      【非大学型高等教育機関】 
          ・OECD各国平均１９．６％    日本１．９％           ・OECD各国平均３９．８％  日本１８．９％ 
 

                                                       出典：OECD教育データベース2009年（日本の数値は「学校基本統計」と文部科学省調べによる社会人入学生数） 
 

          ＜参考＞ 

     ■高等教育機関進学率（大学型高等教育） ＯＥＣＤ各国平均６０％  日本５２％   出典：図表で見る教育 ＯＥＣＤインディケーター（２０１３年版） 

 
 ✔ 高等教育機関での学び直しの課題として、仕事の忙しさ（時間）、費用負担、カリキュラムの充実を 
    挙げる人が多い。  
 

    ■「学び直しをする上での問題」について 
 

                 ・費用負担が大きい ４９．３％  ・仕事が忙しい １５．１％ 
      ・カリキュラムが充実していない １３．７％ 
      ・会社の理解が得にくい ８．２％ 
 
 
 

    ■「学び直しに利用したい教育機関」について 
 

      ・大学（学部、通信制） ３７．０％  ・大学院 ２９．７％ 
      ・専修学校・専門学校 ２０．１％                    

 
 

  
   ✔ 企業が学び直しの課題として挙げられるものでも、仕事の忙しさや費用負担の回答が多い。 
 

    ■「企業が基幹的人材の教育訓練を進める上での課題」について（複数回答可） 
 

      ・従業員が忙しすぎて、教育訓練を受ける時間が無い  ３０．４％  ・社外の教育訓練機関を使うのにコストがかかりすぎる ２１．６％ 
 

        
                                    出典：（独）労働政策研究・研修機構 中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発
(H24) 

49.3% 
15.1% 

13.7% 

8.2% 
7.3% 6.4% 費用負担が大きい 

仕事が忙しい 
カリキュラムが充実していない 
会社の理解が得にくい 
通学に時間がかかる 
その他 

37.0% 

29.7% 20.1% 

12.3% 
0.9% 

大学（学部・通信制） 
大学院 
専修学校・専門学校 
公共職業・民間教育訓練 
短期大学 

出典：内閣府「若者・女性の活躍推進に関するアンケート調査」（H24） 

高等教育機関における社会人の学び直しに関する現状と課題 
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高等 専門 一般 附帯事業 総数 高等 専門 一般 附帯事業 総数 人数 コース数 人数 コース数 人数 コース数

Ｈ２２ 128 1,029 44 186 1,211 7,638 58,661 1,268 33,795 101,362 10,829 586 - - - -

Ｈ２３ 145 1,262 58 276 1,504 7,570 60,509 1,595 38,180 107,854 13,877 723 - - - -

Ｈ２４ 144 1,183 55 232 1,614 8,703 62,275 968 48,626 120,572 8,821 462 2,943 236 1,141 79

Ｈ２５ 138 1,230 42 260 1,670 7,547 61,421 773 42,249 111,751 6,762 356 2,123 179 563 35

Ｈ２６ 153 1,337 41 284 1,548 7,869 63,902 881 47,187 119,839 6294 353 1,643 157 479 30

受入総人数受入総学校数 企業からの委託
年度

委託訓練の受入

公共職業訓練 求職者支援制度

 
 

○社会人の受入学校数の推移 ○社会人の受入生徒数の推移 

128  128  145  144  138  153 

1,138  
1,029  

1,262  
1,183  1,230  

1,337 

46  44  58  55  42  41 

205  186  
276  232  260  284 

1,396  

1,211  

1,504  
1,614  

1,670  
1,548 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

高等 

専門 

一般 

附帯

事業 

総数 5,961  7,638  7,570  8,703  7,547  7,869 

51,024  
58,661  60,509  62,275  61,421  63,902 

3,203  1,268  1,595  968  773  881 

21,628  

33,795  
38,180  

48,626  
42,249  

47,187 

81,816  

101,362  
107,854  

120,572  
111,751  

119,839 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

高等 

専門 

一般 

附帯

事業 

総数 

※出典：平成26年度私立高等学校等実態調査 
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社会人の受入状況（私立専修学校） 

○社会人の受入状況（学校数、学生数等） 
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8月中に審議経過報告、年度内に最終とりまとめ。 



入学者のうち就業している者の推移（専修学校） 

※ 出典：学校基本統計 

※ 「就業している者」とは、会社、工場、商店、官公庁等の事業所に勤務し、給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就いている者をいう。 

   自家業・自営業を営んでいる者を含み、家事手伝い、臨時的な仕事に就いている者は含まない。 8 

14,605 
15,206 14,665 13,917 13,450 13,404 13,428 12,884 12,904 12,692 

11,489 11,139 

4,538 4,394 
4,343 

4,256 
4,227 4,117 4,166 

3,964 3,890 3,720 

3,570 3,624 

374 296 
244 

242 276 287 219 
299 168 175 

140 118 

19,517 19,896
19,252

18,415 17,953 17,808 17,813
17,147 16,962 16,587

15,199 14,881

4.88%
5.14%

5.37% 5.51%
5.86% 5.98%

5.60% 5.49% 5.41%
5.19%

4.89% 4.76%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27

一般課程 高等課程 専門課程 入学者全体に占める社会人割合

（単位：人）

済 
専修学校への入学者のうち就業している者の数は平成１７年度をピークに減少し、平成２７年度の入
学者のうち就業している者は、約１万５千人。 

確
定
値
で
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社会人の在学生数の推移（私立専修学校） 

社会人の受入れ状況の推移（私立専修学校） 

77,250 75,943
81,816

101,362
107,854

120,572

112,017

119,839

1,702 935
3,203 1,268 1,595 968

773 881

4,755 4,788 5,961
7,638 7,570 8,703

7,574 7,869

42,402 43,980

51,024

58,661
60,509

62,275 61,421
63,902

28,391
26,240

21,628

33,795

38,180

48,626

42,249

47,187

-5,000

5,000

15,000

25,000

35,000

45,000

55,000

65,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）（人）

合計 一般課程 高等課程 専門課程 附帯事業

※ 出典：文部科学省 私立高等学校等実態調査 （調査対象：私立の専修学校） 

※ 「社会人」とは、当該年度の５月１日現在において、職に就いている者、すなわち給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を目的とする仕事
に就いている者、企業等を退職した者、又は主婦等をいう。 

社会人の在学生数は、増減があるものの、平成１９年度以降は増加。特に専門課程の増加が顕著。平成２６

年度の私立専門学校における社会人の在学生数は、約６万４千人。職業訓練等の附帯事業を含めると、総数

で約１２万人の社会人が私立専修学校に在学している。 

 （内訳） 
公共職業訓練：6,294人 

求職者支援制度：1,643人 
企業からの委託：479人 

その他：38,771人 

0 
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中学卒業 高校中退 高校卒業 高等課程卒 高専卒 短大卒 大学卒 大学中退 専門課程卒
大検・高卒
認定試験

合格

外国人
留学生

その他 合計

高等課程 22,656 976 9,023 235 237 1,002 1,240 94 184 123 18 77 35,865

専門課程 399 115 426,789 6,932 1,020 6,094 30,737 6,967 12,365 3,328 26,770 2,075 523,591

一般課程 191 313 23,260 5 11 81 349 72 62 173 84 118 24,719

在籍生徒の最終学歴（平成26年度 ）

○在籍生徒の最終学歴 

各課程の最終学歴の割合 

［専門課程］ ［高等課程］ ［一般課程］ 

中学卒業 

63.17% 

高校中退 

2.72% 

高校卒業 

25.16% 
高等課程卒 

0.66% 

高専卒 

0.66% 

短大卒 

2.79% 

大学卒 

3.46% 

大学中退 

0.26% 

専門課程

卒 

0.51% 

大検・高卒 

認定試験 

合格 

0.34% 

外国人 

留学生 

0.05% 

その他 

0.21% 

中学卒

業 

0.08% 

高校中退 

0.02% 

高校卒業 

81.51% 

高等課程卒 

1.32% 

高専卒 

0.19% 

短大卒 

1.16% 

大学卒 

5.87% 

大学中退 

1.33% 

専門課程卒 

2.36% 

大検・高卒 

認定試験 

合格 

0.64% 

外国人 

留学生 

5.11% 

その

他 

0.40% 

中学卒業 

0.77% 

高校中退 

1.27% 

高校卒業 

94.10% 

高等課程卒 

0.02% 

高専卒 

0.04% 

短大卒 

0.33% 

大学卒 

1.41% 

大学中退 

0.29% 

専門課程卒 

0.25% 

大検・高卒 

認定試験 

合格 

0.70% 

外国人 

留学生 

0.34% 

その他 

0.48% 

在籍生徒の最終学歴（私立専修学校） 

※出典：平成26年度私立高等学校等実態調査 
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高等課程 専門課程 一般課程 総数 高等課程 専門課程 一般課程 総数

Ｈ22 14 171 5 180 285 5,868 554 6,707
Ｈ23 15 216 9 233 679 9,165 269 10,114
Ｈ24 7 156 8 171 393 3,859 267 4,519
Ｈ25 16 166 5 187 792 5,919 159 6,870
Ｈ26 10 158 6 166 393 6,565 651 7,609

生徒数学校数
年度

○科目等履修生の状況 

○科目等履修生受入学校数の推移 ○科目等履修生の推移 

14  15  7  
16  10  

171  

216  

156  166  158  

5  9  8  5  6  

180  

233  

171  
187  

166  

0

50

100

150

200

250

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

高等 専門 一般 総数 

285  679  393  
792  

393  

5,868  

9,165  

3,859  

5,919  6,565  

554  269  267  159  
651  

6,707  

10,114  

4,519  

6,870  
7,609  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
高等 専門 一般 総数 
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学校数 

専門課程 

－ 

－ 

56 

83 

77 

○履修証明制度の状況 

「科目等履修生」とは、正規課程の一部の科目を履修する、専修学校生以外の者。（専修学校設置基準第１５条） 
「履修証明制度」とは、正規課程の生徒以外の者を対象とした特別の課程（120時間以上）として編成したプログラム。（学校教育法第１３３条で準用する同法第１０５条） 

科目等履修生の状況等（私立専修学校） 

 

※出典：平成26年度私立高等学校等実態調査 
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一旦就職した者や、大卒・専門課程卒等、高等教育機関を卒業した者も入学しており、特に夜間
部においては、高校・高等専修学校卒業直後に入学している者の割合は3割以下。  

●平成27年4月 専門学校入学者の学歴 

高校新卒, 
67.6%

高校既卒, 7.5%

高等課程卒, 0.3%

高専卒, 0.2%

高専中退, 0.1%

短大卒, 0.7%

短大中退, 0.1%

大学卒, 4.8%

大学中退, 1.6%

専門卒, 3.0%

専門中退, 0.4%

大学院

卒, 
0.1%

大学院中

退, 0.0% 専門大

学院

卒, 

0.0%

専門大

学院中

退, 

0.0%

在日外国人学

校卒, 0.1%

高卒認

定合

格, 

0.9% 在外教育機関卒, 

0.0%

外国人留学生・

就学生, 11.8%

その他, 0.3%

高校新卒
27.5%

高校既卒
23.4%

高等課程卒

0.1%高専卒

0.3%

高専

中退
0.0%

短大卒

3.5%

短大中退

0.0%

大学卒
28.2%

大学中退

3.6%
専門卒

8.3%

専門中退

1.1%

大学院卒

1.1%

大学院

中退
0.0%

専門大学院卒

0.0%
専門大学院中退

0.0%

在日外国人学校卒

0.0%

高卒認定合

格
1.6%

在外教育機関卒

0.0%

外国人留学生・就学

生
0.0%その他

1.4%

出典：平成２４年度 専修学校各種学校調査統計資料（東京都専修学校各種学校協会） 

20歳未満 20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳以上
13.4 51.8 24.0 7.9 2.1 0.8

13.4％ 51.8％ 24.0％
7.9％

2.1％

0.8％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

●専門学校における社会人の在籍状況（平成24年 私立高等学校等実態調査（文部科学省）） 

20歳未満 20歳～29歳 30歳～39歳 
40歳～49歳 

50歳～59歳 

60歳以上 

［夜間部］ 

［昼間部］ 

N=62,275人 

 専門学校の生徒の状況 
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平成２７
年私学実
態等調査
で更新。 
 
 
 
 

東専各の平成27
年度資料は5月30

日に製本版納品
とともに、文科省
に送付いただく予
定 
→5月31日に更新
済み 

平成27年度からこ

の項目はとってい
ないため更新不
可 



大学等における社会人受け入れの推進に関する教育関係の仕組み 

出典：文部科学省調べ 

概要 

社会人特別
入学者選抜 

社会人を対象に、小論文や面接等を中心に行う入学者選抜 

【平成27年度実施状況】 大 学：551校   入学者： 1,175人 

【平成23年度実施状況】  大学院：449校    入学者：8,144人 

夜間・昼夜
開講制 

社会人の通学上の利便のため昼間、夜間に授業を行う制度 

【平成25年度実施状況】 

 大 学：夜間16校、昼夜30校，大学院：夜間24校、昼夜316校 

【平成26年度実施状況】 

 専門学校：夜間等649学科、昼夜211校 

科目等履修
生制度 

大学等の正規の授業科目のうち、必要な一部分のみについて
パートタイムで履修し､正規の単位を修得できる制度 

【平成25年度実施状況】（放送大学を除く） 

 大 学：737校、履修生：17,277人 

【平成26年度実施状況】 

専門学校：158校、6,565人 

長期履修学
生制度 

学生が職業を有しているなどの事情により、修業年限を超えて
一定の期間にわたり計画的に履修し、学位を取得することがで
きる制度 

【平成25年度実施状況】 

 大 学：376校、4,206人（学部896人、大学院：3,310人） 

通信制 通信教育を行う大学学部、短期大学、大学院修士・博士課程及
び 

専門学校 

【平成27年度実施状況】 

 大学学部：46校  213,331人、うち放送大学学部 83,642人 

 大学院：27校、 8,627人 大学院(修士課程のみ)：7,545人  

 短期大学：24,111人 専門学校：957人 

専門職大学
院 

高度専門職業人養成に特化した実践的教育を行う大学院 

【平成27年度設置状況】114校 162専攻 

 うち、法科大学院54校54専攻、教職大学院27校27専攻 

概要 

大学院にお
ける短期在
学コース・長
期在学コース 

大学院の年限を短期又は長期に弾力化したコース 

但し、短期在学コース制度は修士・専門職学位課程
のみ 

【平成23年度設置状況】 

 短期在学コース  ：  65校 

 長期在学コース  ：163校 

履修証明制
度 

社会人を対象に体系的な教育プログラム（120時間
以上）を編成し、その修了者に対し、大学・専修学校
等が履修証明書を交付できる制度 

【平成25年度実施状況】（放送大学を除く） 

大学：83校 受講者数：3,800人 

証明書交付者数：2,472人 

【平成26年度実施状況】 

専門学校：89校 生徒数：2,610人 

サテライト教
室 

大学学部・大学院の授業をキャンパス以外の通学の
便の良い場所で実施する取組 

【平成25年度 サテライト教室の設置割合】 

 大学：15.9%、短大：4.5% 
 

出典：平成26年度開 か れ た 大 学 づ く りに 関 す る 調 査 研 究（平
成全国の大学・短期大学 を対象としたアンケート調査（回収数：1,074）） 

大学公開講
座 

大学等における教育・研究の成果を直接社会に開放
し、地域住民等に高度な学習機会を提供する講座 

【平成25年度開設状況】  

 開設大学数：1,015大学等 

 開設講座数：39,816講座 

 受講者数：1,660,119人 

済 
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参事官付取りまと
め資料であり、現
状これが最新版
（しかし、履修証
明制度の専門学
校分は更新可能
であるため更新済
み） 



 

 在職者又は離職後１年以内（妊娠、出産、育児、疾病、負傷等で教育訓練給付の対象期間が延長された場合は最大４年以
内）の者が、厚生労働大臣の指定する専門的・実践的な教育訓練（専門実践教育訓練）を受ける場合に、訓練費用の一定割合
を支給 

専門実践教育訓練給付金の概要 

○ 受講費用の40％（上限年間32万円）を６か月ごとに支給 
○ 訓練修了後１年以内に、資格取得等し、就職等した場合には、受講費用の20％（上限年間16万円）を追加支給 

専門実践教育訓練給付金の概要 

 

 
  専門実践教育訓練を受講する45歳未満の若年離職者に対して、訓練期間中の受講支援として、基本手当日額の50％を訓練
受講中に２か月ごとに支給するもの（平成30年度末までの暫定措置） 

教育訓練支援給付金の概要 

①業務独占資格または
名称独占資格の取得を
訓練目標とする養成課
程 
  講座数） １，２９１講
座 
 例）看護師、介護福祉士 等          

②専修学校の職業実
践専門課程 
  講座数） ８２９講座 
 例）商業実務、経理・ 簿記 等  

全指定講座数：２，２４３講座（平成28年8 月1日時点） 専門実践教育訓練の指定講座につい
て 

＜給付の内容＞ 

○ 雇用保険の被保険者期間10年以上（初回の場合は２年以上）を有する者 
＜支給要件＞ 

○ 労働者が費用負担し、厚生労働大臣が指定する教育訓練を受けた場合に、その費用の一部を
雇用保険により給付する制度について、平成26年10月に「専門実践教育訓練給付金」及び「教
育訓練支援給付金」を創設し、中長期的なキャリアアップを支援 

④大学等の職業実践
力育成プログラム 

 講座数） ３７講座 
 例） 正規課程（社会科学・社

会）、 
履修証明制度（工学・工業） 

等         

➂専門職学位課程 
 

 講座数） ８２講座       
 例）ビジネス・MOT 等  

➄一定レベル以上の情
報通信技術に関する資
格取得を目標とする課
程 
 講座数） ４講座 
※平成28年10月より指定 
    14 

厚生労働省作
成 
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社会人の学び直しの現状① 
第3回小杉委員提出資料より抜
粋 

○比較的小規模（30~49人）の企業に属している者、また、正社員であれば若年層（20代）が、
専修学校・各種学校において学ぶ確率が高い。 

○自己啓発実施者のうち、専修学校・各種学校の講座を受講した労働者の割合は、正社員で
は2.4％にとどまるが、大学・大学院等の２倍近い。 
＜自己啓発を実施した労働者に占める専修学校・各種学校の講座受講労働者割合＞ 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

厚生労働省 平成２７年度「能力開発基本調査」 
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社会人の学び直しの現状② 

○34歳以下の若年労働者の８割以上は能力開発の必要性を認識。 
 ＜若年者労働者（15～34歳）の能力開発の必要性の認識＞ 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

JILPT（2016）資料シリーズ  No.171 
若年者のキャリアと企業による雇用管理の現状：「平成25 年若年者雇用実態調査」より 

合計
感じてい
る

感じてい
ない

わからな
い

合計 15,491 83.5 3.3 13.2

生え抜き正社員 6,970 89.2 2.4 8.4
非正規経験正社員 1,522 85.2 2.6 12.3
正社員転職 1,261 86.1 3.3 10.6

*** その他正社員 236 83.5 4.7 11.9

正社員経験非正規 2,888 77.3 4.5 18.2

非正規のみ 2,537 73.6 4.8 21.6
*** 非正規経歴不明 71 56.3 7.0 36.6

キャリ
ア類
型

正社員

非正規社
員

職業能力習得・向上の必要性

注： 各区分の下段はカイ二乗検定で、***は0.1％水準、で統計的に有意であることを示す。 
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社会人の学び直しの現状③ 
第3回小杉委員提出資料より抜
粋 

○能力開発が必要と考える者の約７割が自己啓発によって高めることを希望し、そのうち
15.8％が専修学校・各種学校での学びを希望。 
 ＜自己啓発を行いたい若年労働者の希望する自己啓発方法＞ 
 
  
 
 
  
 
 

民間の各
種学校・専
修学校

大学、大学
院(社会人
向けコース
を含む)

通信教育

公共職業訓
練(求職者
支援訓練を
含む)

その他 不詳 合計（N)

男性 正社員転職希望あり 18.6 9.2 24.9 6.0 40.2 1.1 888
正社員転職希望なし 12.9 6.0 32.5 4.8 42.4 1.4 1,540

*** 正社員わからない 14.9 5.8 29.1 5.7 42.3 2.1 1,548
非正規正社員希望 12.1 8.1 23.0 14.1 40.6 2.0 700
非正規非正規希望 14.1 14.1 12.9 9.4 42.4 7.1 85

** 非正規その他の希望 13.6 6.4 13.6 12.0 50.4 4.0 125
合計 14.5 7.0 27.8 6.9 41.9 1.8 4,886

女性 正社員転職希望あり 18.4 7.8 33.9 7.4 30.6 1.9 729
正社員転職希望なし 15.4 4.7 39.4 3.7 36.0 0.7 680

*** 正社員わからない 15.4 5.7 37.0 3.8 36.6 1.5 970
非正規正社員希望 20.1 4.9 29.2 15.4 28.4 2.0 1,149
非正規非正規希望 14.2 2.8 38.0 13.5 28.8 2.7 527

** 非正規その他の希望 18.0 6.0 22.3 13.3 38.2 2.1 233
合計 17.2 5.3 34.1 9.2 32.4 1.8 4,288

合計 正社員転職希望あり 18.5 8.6 28.9 6.6 35.9 1.5 1,617
正社員転職希望なし 13.7 5.6 34.6 4.5 40.5 1.2 2,220

*** 正社員わからない 15.1 5.8 32.1 5.0 40.1 1.9 2,518
非正規正社員希望 17.1 6.1 26.9 14.9 33.0 2.0 1,849
非正規非正規希望 14.2 4.4 34.5 12.9 30.7 3.3 612

*** 非正規その他の希望 16.5 6.1 19.3 12.8 42.5 2.8 358
合計 15.8 6.2 30.8 8.0 37.5 1.8 9,174

JILPT（2016）資料シリーズ  No.171 
若年者のキャリアと企業による雇用管理の現状「平成25 年若年者雇用実態調査」より 
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社会人の学び直しの現状④ 
第3回小杉委員提出資料より抜
粋 

○平成26年度間の自己啓発実施率は、正社員42.7％、正社員以外16.1％であった。 

○自己啓発のネックは、時間（仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない・女性では家事・育児が
忙しい）とお金（費用がかかりすぎる）。加えて、若い世代ほど、何を学んだらいいかわからない
（どのようなコースが自分の目指すキャリアに適切なのかわからない、自分の目指すべきキャ
リアがわからない） 
  
＜自己啓発の問題点別労働者割合＞ 
 
  
 
 
  
 
 

仕事が

忙しくて
自己啓
発の余

裕がない

家事・育

児が忙し
くて自己
啓発の
余裕がな

い

休暇取
得・定時
退社・早

退・短時
間勤務
等が会

社の都
合ででき
ない

適当な

教育訓
練機関
が見つか

らない

費用がか
かりすぎ
る

コース等
の情報が
得にくい

コース受

講や資
格取得
の効果が
定かでな

い

自己啓

発の結
果が社
内で評
価されな

い

どのよう
なコース

が自分の
目指す
キャリア
に適切か

わからな
い

自分の

目指す
べきキャ
リアがわ

からない

その他

正社員 57.6 21.0 12.9 16.8 31.2 12.1 12.6 16.8 20.4 16.4 5.2
正社員以外 37.4 33.6 8.6 19.5 29.8 14.2 10.3 12.8 23.5 21.3 11.5

厚生労働省 平成27年度 「能力開発基本調査」より 
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社会人の学び直しの現状⑤ 
第3回小杉委員提出資料より抜
粋 

○企業による支援内容は授業料（一部）負担、フレキシブルな勤務時間、通学を不利益としな
い確約等 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
 
  
 
 

・自己啓発実施者のうち 専修学校・各種学校の講座を受講した労働者の割合は、正社員で
は2.4％にとどまるが、大学・大学院等の2倍近い。中小企業勤務者の場合に多く、また若い世
代で多い。 
 

 

JILPT（2015）  資料シリーズNo．142 
「企業における資格・検定等の活用、大学・大学院等の受講支援に関する調査」 



２．人材養成関係 
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①産学連携  
②社会人学び直し 

③留学生 



163,697  

161,848  

168,145  

184,155  

208,379  

51,298  

55,755  
64,011  

78,812  

95,550  

109,508  117,302  

121,812  

117,927  

118,498  
123,829  

132,720  

141,774  

138,075  

137,756  

135,519  

139,185  

152,062  

20,483  
22,679  23,585  

25,146  
26,229  

28,542  
29,514  30,278  

30,910  

31,592  32,666  

35,405  
39,097  39,749  

39,641  

39,567  39,979  41,396  

25,159  26,160  
30,612  

39,502  
50,321  

57,911  
62,311  

64,774  
63,437  

62,159  

63,175  

67,108  

72,665  

71,244  

71,361  
69,339  

67,782  

69,405  

5,656  6,916  
8,815  

12,324  
17,173  

21,233  
23,833  

25,197  
21,562  22,399  

25,753  27,914  

27,872  

25,463  

25,167  

24,586  

29,227  

38,654  

999  
1,840  1,827  1,822  1,644  1,563  2,018  2,348  2,235  2,293  2,140  1,619  1,587  2,027  2,197  2,607  

25,622  

24,092  

32,626  

44,970  

56,317  

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

外国人留学生数 

高等教育機関在籍者数 

うち大学院 

うち学部・短期大学・高等専門学

校 うち専修学校（専門課程） 

うち準備教育課程 

日本語教育機関 

学校種別・外国人留学生数推移 
（人） 

（年度） 

（各年5月1日現在） 

※「出入国管理及び難民認定法」の改正（平成21年7月15日公布）により、平成22年7月1日付けで在留資格「留学」「就学」が一本化されたことから、平成23年5月以降は日本語教育
機関に在籍する 
  留学生も含めて計上している。 
（出典）独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」 21 



分野別の外国人留学生の受入れの状況 

出典：日本学生支援機構「平成27年度外国人留学生在籍状況調査」 22 

分類 学科 留学生数（人） 

工
業
関
係 

測量 26  

土木・建築 519  

電気・電子 107  

無線・通信 28  

自動車整備 667  

機械 124  

電子計算機 84  

情報処理 2,126  

その他 1,307  

農
業
関
係 

農業 8  

園芸 56  

その他 30  

医
療
関
係 

看護 17  

歯科衛生 7  

歯科技工 18  

はり・きゅう・あんま 21  

柔道整復 18  

理学・作業療法 10  

その他 46  

衛
生
関
係 

栄養 17  

調理 375  

理容 3  

美容 211  

製菓・製パン 448  

その他 30  

教
育
・社
会
福

祉
関
係 

保育士養成 18  

教員養成 3  

介護福祉 99  

社会福祉 242  

分類 学科 留学生数（人） 

教
育
・社
会
福

祉
関
係 

保育士養成 18  

教員養成 3  

介護福祉 99  

社会福祉 242  

商
業
実
務
関
係 

商業 4,866  

経理・簿記 1,011  

秘書 13  

経営 953  

旅行 1,431  

情報 3,384  

ビジネス 101  

その他 383  

服
飾
・家
政
関
係 

家政 197  

和洋裁 1,392  

編物・手芸 170  

ファッションビジネス 370  

その他 29  

文
化
・教
養
関
係 

音楽 321  

美術 207  

デザイン 1,234  

外国語 2,300  

演劇・映画 169  

写真 104  

通訳・ガイド 1,277  

動物 87  

法律行政 318  

スポーツ 21  

その他 2,980  

日本語 8,671  

合計 38,654  

Ｈ２７ 



専門学校における外国人留学生の入学者数の状況 

出典：全国学校法人立専門学校協会「専門学校における留学生受け入れ実態に関する調査研究報告書-平成２６年度-」 
 （学校法人立の専門学校（看護師養成系を除く）2,777校を対象にアンケート調査（回答率73.4％）） 23 



外国人（留学生を含む）が就職する際に取得する在留資格 

• 5月30日法務省（入国管理
局）に相談済み 

• http://www.moj.go.jp/cont
ent/001161087.pdf 

• →出典を明記すれば自由
に使って良いとのこと 

外交 技術・人文知識・国際業務 

公用 企業内転勤 

教授 興行 

芸術 技能 

宗教 技能実習 

報道 文化活動 

高度専門職 短期滞在 

経営・管理 留学 

法律・会計業務 研修 

医療 家族滞在 

研究 特定活動 

教育 
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在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 

芸術 収入を伴う音楽，美術，文学その他の芸術上の活動 作曲家，画家，著述家等 

経営・管理 本邦において貿易その他の事業の経営を行い又は当該事業の管
理に従事する活動 

企業等の経営者・管理者 

法律・会計
業務 

外国法事務弁護士，外国公認会計士その他法律上資格を有する
者が行うこととされている法律又は会計に係る業務に従事する活
動 

弁護士，公認会計士等 

医療 医師，歯科医師その他法律上資格を有する者が行うこととされて
いる医療に係る業務に従事する活動 

医師，歯科医師，看護師 

研究 本邦の公私の機関との契約に基づいて研究を行う業務に従事する
活動 

政府関係機関や私企業等の研究者 

教育 本邦の小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，
専修学校又は各種学校若しくは設備及び編制に関してこれに準ず
る教育機関において語学教育その他の教育をする活動 

中学校・高等学校等の語学教師等 

技術・人文
知識・国際
業務 

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理学，工学その他の自
然科学の分野若しくは法律学，経済学，社会学 その他の人文科学

の分野に属する技術若しくは知識を要する業務又は外国の文化に
基盤を有する思考若しくは感受性を必要とする業務に従事する活
動 

機械工学等の技術者，通訳，デザイナー，
私企業の語学教師，マーケティング業務従
事者等 

興行 演劇，演芸，演奏，スポ―ツ等の興行に係る活動又はその他の芸
能活動 

俳優，歌手，ダンサー，プロスポーツ選手等 

技能 本邦の公私の機関との契約に基づいて行う産業上の特殊な分野
に属する熟練した技能を要する業務に従事する活動 

外国料理の調理師，スポーツ指導者，航空
機の操縦者,貴金属等の加工職人等 

技能実習 本邦の公私の機関の外国にある事業所の職員が本邦にある事業
所の業務に従事して行う技能等の修得をする活動等 

技能実習生 

特定活動 法務大臣が個々の外国人について特に指定する活動 外交官等の家事使用人，ワーキング・ホリ
デー，経済連携協定に基づく外国人看護
師・介護福祉士候補者等 

出典：入国管理局ホームページをもとに作成 

http://www.moj.go.jp/content/001161087.pdf
http://www.moj.go.jp/content/001161087.pdf


３．質保証・向上関係 
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①職業実践専門課程 
②学校評価・情報公開 
③教職員の資質能力向上 
④情報発信・PR 



平成23年 中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」答申 

  専門学校 

文部科学大臣 

申請 

認定要件等 

都道府県知事等 

推薦 

認定 

 先導的試行としての「職業実践専門課程」の文部科学大臣認定制度を創設 
   「新たな枠組み」の趣旨を専修学校の専門課程においていかしていく先導的試行として、企業等との密接な連携に
より、最新の実務の知識等を身につけられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に
取り組む専門課程を文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定する。 

○  職業教育を通じて、自立した職業人を育成し、社会・職業へ円滑に移行させること、また、学生・生徒の多様な職業教育ニーズや
様々な職業・業種の人材需要にこたえていくことが求められており、このような職業教育の重要性を踏まえた高等教育を展開していく
ことが必要。 

○ 高等教育における職業教育を充実させるための方策の一つとして、職業実践的な教育のための新たな枠組みを整備。 
 
 ⇒  新たな学校種の制度を創設するという方策とともに、既存の高等教育機関において新たな枠組みの趣旨をいかしていく方策も検
討。  

 - 認 定 要 件 - 
 

○ 修業年限が2年以上 
 
○ 企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を
編成 

 
○ 企業等と連携して、演習・実習等を実施 
 
○ 総授業時数が1700時間以上または総単位数が62単位以
上 

 
○ 企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組
織的 

  に実施 
 
○ 企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開を実施 
                          

平成25年7月 「専修学校の質保証・向上に関する調査研究協力者会議」報告 

 平成25年8月    「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程(文部科学省告示第133号)」を公布・施行 

平成26年3月31日  「職業実践専門課程」を文部科学大臣が認定し、官報で告示。 4月から認定された学科がスタート 
                                                                  

専門学校における職業教育の充実 

「職業実践専門課程」の文部科学大臣認定制度 

企業等との 
「組織的連携」 

取組の 
「見える化」 
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No. 都道府県 認定学校数 認定学科数 
1 北海道 59 156 

2 青森県 3 4 

3 岩手県 8 29 
4 宮城県 23 113 

5 秋田県 1 5 

6 山形県 3 9 

7 福島県 7 46 
8 茨城県 14 31 

9 栃木県 11 25 

10 群馬県 23 43 

11 埼玉県 24 50 
12 千葉県 21 38 

13 東京都 118 438 

14 神奈川県 43 94 

15 新潟県 31 141 
16 富山県 2 8 

17 石川県 10 21 

18 福井県 6 16 

19 山梨県 3 4 
20 長野県 14 33 

21 岐阜県 6 10 

22 静岡県 27 62 
23 愛知県 44 171 

24 三重県 1 1 

No. 都道府県 認定学校数 認定学科数 
25 滋賀県 － － 

26 京都府 22 58 

27 大阪府 89 305 
28 兵庫県 20 61 

29 奈良県 2 6 

30 和歌山県 2 6 

31 鳥取県 1 1 
32 島根県 6 13 

33 岡山県 15 45 

34 広島県 22 58 

35 山口県 10 26 
36 徳島県 5 15 

37 香川県 10 32 

38 愛媛県 12 39 

39 高知県 5 20 
40 福岡県 55 180 

41 佐賀県 1 1 

42 長崎県 5 13 

43 熊本県 13 40 
44 大分県 12 16 

45 宮崎県 8 19 

46 鹿児島県 3 6 

47 沖縄県 13 32 

合計   833 2,540 

「職業実践専門課程」の認定状況 

（平成２８年２月１９日現在） 

職業実践専門課程の認定学科数は、全専門学校（修業年限２年以上）の約３６％。 
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【認定状況】 
 
 
 
 

 

 

 

 

  

  

   ※（）内の数字は全専門学校(2,823校)、修業年限２年以上の全学科数(7,023学科）に占める割合。 

  なお、全学科数（8,198学科）に占める割合は、31％である。 

 ※合計欄の学校数・学科数は、過年度に認定された学科を有する学校が別学科を申請していること、 

  認定取消等により、単純合計となっていない。 

 ※取消件数：2校8学科(H26.8.29), 1校1学科(H27.2.17),  3校3学科(H28.2.19)(うち2校2学科は課程廃止による） 

【分野の別】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

  学校数 学科数 

H25年度 467 1,364 

H26年度 295 675 

H27年度 272 501 

合計 833(29.5%) 2,540(36.2%) 

分野 工業 農業 医療 

  

衛生 教育・ 

社会福祉 

商業 

実務 

服飾・ 

家政 

文化・ 

教養 

計 

合計 570 11 449 244 218 469 94 485 2,540 

平成28年2月19日現
在 
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職業実践専門課程の効果 

効果その１ 

効果その２ 

効果その３ 

効果その５ 
業界ニーズの反映 

効果その６ 

学校運営等の組織的改
善 

教職員の意識改革 

派遣講師の資質能力 

教育内容の充実 

効果その４ 
学生の実践力の向上 
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       効果その１  ー  学校運営等の組織的な改善－  

 
認定を受けている学科ほど、学校運営・教育活動等の組織的な改善につながってい
る。 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 

23.3

22.0

15.4

13.3

25.8

25.7

21.0

13.3

23.1

19.6

19.4

11.5

52.8

63.9

67.3

58.7

48.8

59.2

60.3

45.6

51.7

67.3

60.7

56.0

9.8

11.1

14.6

20.4

11.9

13.4

14.0

26.8

9.3

10.4

13.6

22.0

0.9

1.5

1.0

2.4

0.8

1.0

2.0

5.8

1.0

1.0

2.0

2.0

13.2

1.5

1.8

5.2

12.7

0.7

2.8

8.5

15.0

1.7

4.4

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

改善した やや改善した あまり改善していない 改善していない わからない

教育課程の組織的・定

期的な見直しの実施

企業等、外部組織との

連携強化（企業等によ

る積極的な教育への参

画）

学校関係者による学校

の理解度の向上

図表 平成26年4月以降の改善状況（認定有無・時期別） 

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より 30 



図表 平成26年4月以降の改善状況（認定有無・時期別） 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 

効果その２  －教職員の意識改革－  

 
■認定に向けた取組自体が、教職員の意識と指導力向上につながっている。 
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1.4

2.7
0.6

1.0

13.2
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2.8

8.3

13.3

2.7

3.2

8.1

14.4

1.7

3.6

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

改善した やや改善した あまり改善していない 改善していない わからない

就職先となる（なりうる）

業界において求められ

る能力に対する教職員

の理解の向上

就職先となる（なりうる）

業界において求められ

る能力に関する教員の

指導力の向上

教職員の学校運営への

参画意識の向上
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図表 所属学校での企業等からの派遣講師の割合（認定有無別） 

－学生による教員の評価－ 

■認定学科の学生のほうが、当該校に優れた派遣講師が多いと感じて
いる 

効果その３  －派遣講師の資質能力－  

 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 

69.8

64.9

57.0

52.9

55.8

52.7

41.1

39.2

36.7

36.2

49.6

45.2

49.3

47.8

26.3

29.9

34.8

37.3

35.4

36.2

45.6

44.6

39.2

36.7

40.5

41.2

35.2

33.9

3.3

4.0

7.5

8.3

7.9

9.1

11.6

13.8

19.8

21.4

8.8

11.6

12.7

14.2

0.5

1.2

0.8

1.5

0.9

1.9

1.6

2.4

4.4

5.8

1.1

2.0

2.8

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定課程[N=5713]

非認定課程[N=2882]

認定課程[N=5713]

非認定課程[N=2882]

認定課程[N=5713]

非認定課程[N=2882]

認定課程[N=5713]

非認定課程[N=2882]

認定課程[N=5713]

非認定課程[N=2882]

認定課程[N=5713]

非認定課程[N=2882]

認定課程[N=5713]

非認定課程[N=2882]

多い やや多い あまり多くない 多くない

専門に関わる知識が豊富

である

専門に関わる最先端の知

識・技能が豊富である

専門に関わる卓越した職業

実務能力がある

授業がわかりやすい

精神面でのサポートがある

業界の動向や事情に精通

している

親身になって相談等に乗っ

てくれる
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図表 企業内実習により、以前に比べ生徒が身につけられたこと（企業内実習種別） 

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より 

効果その４  －学生の実践力の向上－  

 
 全般的な傾向として、企業内実習により、「専門性」と「コミュニケーション」関係能
力の習得に効果（特に、法令義務の企業内実習）。加えて、「仕事に対する意識
付け」等にも  

効果。 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 

94.8

88.2

87.0

50.9

56.2

76.9

83.8

85.8

51.6

58.7

69.3

59.9

7.6

0.5

88.4

81.6

78.3

51.5

51.8

65.0

73.3

78.7

38.5

41.7

53.6

62.5

8.5

0.7

78.3

74.6

66.2

49.4

46.5

62.6

74.8

79.9

30.5

36.1

46.9

61.8

10.5

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専攻分野に直接関わる専門知識

専攻分野の関連領域の知識

専攻分野の技能

優先順位をつけてスピード感を持って物事をこなせること

正確に物事をこなせること

相手の状況や考え方を考慮して話ができること

報告、連絡、相談など仕事で求められるコミュニケーションができること

人との関係を大切にし、協調・協働して行動できること

筋道を立てて考え、具体的に表現できること

問題を発見し、原因を考え、解決に向け取り組めること

困難に直面してもあきらめずにやりぬけること

様々な情報を活用しながら、自分の将来にわたっての働き方を考えられること

仕事に必要な最低限の会話や説明を外国語でできること

上記のいずれも身につけることができていない

企業内実習（法令義務）[N=593]

企業内実習（非法令義務）の専門現場実習[N=909]

企業内実習（職場体験型インターンシップ）[N=783]
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37.1

35.7

27.9

36.7

32.7

27.3

32.8

22.6

19.5

30.4

20.4

13.0

45.1

39.0

14.9

46.7

41.1

14.9

29.7

24.9

14.3

21.5

16.7

15.6

14.9

18.5

22.7

14.1

20.6

25.3

26.1

40.1

35.7

27.2

39.9

27.3

2.8

6.8

34.4

2.5

5.6

32.5

11.4

12.5

30.5

20.8

23.0

44.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

実現した 実現に向けた取組を開始した 実現に向けた取組の予定がある 実現に向けた取組の予定はない

就職先となる（なりうる）

業界の動向を踏まえた

教育課程編成

就職先となる（なりうる）

業界の人材ニーズを踏

まえた教育課程編成

教育課程の構成の

見直し

授業科目の新設

図表 平成26年4月以降の取組状況（教育課程編成における企業等との連携体制別） 

●編成委員会を設
置している 

⇒「①認定要件を満
たす企業等が参画す
る教育課程編成委
員会等を設置してい
る」 

 

●人材ニーズ把握あ
り 

⇒「②認定要件を満
たさないが、企業等担
当者が参画する委員
会等を設置している」
又は「③委員会は設
置していないが、組織
として企業の人材ニー
ズ等を把握している」
又は「④委員会は設
置していないが、個々
の教職員経由で人材
ニーズ等を把握してい
る」 

 

●人材ニーズ把握な
し 

⇒「①～④の連携を
行っていない」 

 

※次頁も同様 

効果その５－業界ニーズの反映－  

 ■ 教育課程編成委員会を設置している学科ほど、就職先となる業界の動向・
ニーズと直結したカリキュラム編成等が実現。 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 
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図表 平成26年4月以降の取組状況（教育課程編成における企業等との連携体制別） 

効果その６  －教育内容の充実－  

 

 

■ 教育課程編成委員会を設置している学科ほど、実習・演習等の授業内容に
ついて        企業との連携や質の充実につながっている。 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 

39.6

29.2

20.8

36.5

36.5

32.5

42.4

31.8

16.9

43.9

47.9

31.2

45.5

42.3

18.8

34.3

32.8

11.7

15.0

18.7

33.8

15.5

15.8

29.2

19.8

24.0

16.9

1.5

4.3

14.3

2.5

5.5

19.5

3.4

11.3

54.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

実現した 実現に向けた取組を開始した 実現に向けた取組の予定がある 実現に向けた取組の予定はない

既存の授業内容・

授業方法の改善

実習・演習等の質

の充実

実習・演習等におけ

る企業等との連携

の充実
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職業実践専門課程の課題 

課題その４ 

課題その２ 取組の意義等の理解共
有 

質の向上・実態調査 

課題その３ 「認定後」の取組充実 

課題その５ 社会人向けの講座開設 

課題その１ 認知度 

課題その６ 教員の研修 
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図表「職業実践専門課程」の認知状況（単数選択） 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 

 「職業実践専門課程」の認知度は一般的に高くなく、特に、専門学校に入学する前にお
いては、 

名称のみ知っていた場合を含めても約2割にとどまる。 

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より 

4.1

19.9

16.5

32.5

79.4

47.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本校への入学前[N=9038]

本校への入学後[N=9038]

内容まで知っていた（いる） 名称のみ知っていた（いる） 初めて聞いた

13.7 31.0 55.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=849]

内容まで知っている 名称のみ知っている 初めて聞いた図  「職業実践専門課
程」の認知状況 

（単数選）【卒業生調
査】 

図  「職業実践専門課
程」の認知状況 

（単数選）【学生調査】 

課題１  －認知度－  
 

 専門学校との連携を図るにあたっての企業による要望は、「「職業実践専門課程」の
認知度向上」が約6割であった。 

63.5

47.7

19.9

33.6

9.6

32.1

10.6

14.0

2.2

9.4

0% 20% 40% 60% 80%

「職業実践専門課程」の認知度向上

連携企業への経済的支援

連携企業の表彰／国による連携企業の公開

学校と連携企業のマッチングを促進させるためのノウハウの提供

学校と連携企業のマッチングを促進させるための団体等の設立

「職業実践専門課程」に関する事例集やガイドラインの作成・普及

質保証を重視した認定要件の変更

認定課程に対する定期的なモニタリングや実態調査の仕組み作り

その他

上記の要望はない

[N=1,061]

37 

図 専門学校との連携
を図るにあたっての行政
等に対する要望 

（複数選択）【連携企
業調査】 



項目 

教育課

程編成 

委員会

等 

企業内 

実習 

企業と連

携した学

内での実

習・演習 

教員研

修 

学校関

係者評価 

委員会 

協力の得られる企業等

の（委員の）確保 
18.6% 19.2% 23.7% 19.7% 15.2% 

協力の得られる業界団

体の委員の確保 
34.1% - - - 26.9% 

協力の得られる高等学

校の委員の確保 
- - - - 38.9% 

日程調整等の事務業

務／企業等との連絡・

調整 

30.3% 17.7% 17.1% 16.3% 16.9% 

図表 認定学科における各要件に係る実施上の課題認識 

※太字下線は20％以上のもの 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 課題２  －取組の意義等の理解共有

－  
 

 外部の協力確保と調整等の事務負担を課題と考える学科が多い（特に学校関係者評
価委員会の設置・運営にあたり、高等学校の委員の確保を挙げる学科が多い）。 

 ➣ 取組の意義等について関係者の理解共有を図ることが必要 
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課題３  －「認定後」の取組充実－  

 

図表 平成26年4月以降の改善状況（認定有無・時期別） 

認定後年数が経過している学科ほど、効果を積極的に実感する学科割合が多い
一方、効果実感は全般的には低い傾向（＝「やや改善した」が少なく、「わからない」
が多い）。 

➣ 認定後においても、取組・改善を充実させていくことが重要 
 （「改善した」と回答している学科は、そのような改善を積極的に行っている学科と考えられ
る） 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 

23.3

22.0

15.4

13.3

25.8

25.7

21.0

13.3

23.1

19.6

19.4

11.5

52.8

63.9

67.3

58.7

48.8

59.2

60.3

45.6

51.7

67.3

60.7

56.0

9.8

11.1

14.6

20.4

11.9

13.4

14.0

26.8

9.3

10.4

13.6

22.0

0.9

1.5

1.0

2.4

0.8

1.0

2.0

5.8

1.0

1.0

2.0

2.0

13.2

1.5

1.8

5.2

12.7

0.7

2.8

8.5

15.0

1.7

4.4

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

改善した やや改善した あまり改善していない 改善していない わからない

教育課程の組織的・定

期的な見直しの実施

企業等、外部組織との

連携強化（企業等によ

る積極的な教育への参

画）

学校関係者による学校

の理解度の向上

19.0

15.6

16.6

9.9

13.9

12.9

14.8

8.7

14.6

13.1

13.4

8.1

58.5

69.8

69.5

62.3

59.6

68.6

66.5

61.1

46.3

50.0

55.9

41.1

9.3

10.6

11.2

19.0

13.0

14.4

15.4

21.0

23.2

32.4

26.5

44.0

1.0

0.6

0.2
1.5

0.2

1.2

1.4

2.7
0.6

1.0

13.2

3.0

2.8

8.3

13.3

2.7

3.2

8.1

14.4

1.7

3.6

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

認定済（H26）[N=1045]

認定済（H27）[N=404]

未認定で準備中[N=501]

未認定で準備なし[N=496]

改善した やや改善した あまり改善していない 改善していない わからない

就職先となる（なりうる）

業界において求められ

る能力に対する教職員

の理解の向上

就職先となる（なりうる）

業界において求められ

る能力に関する教員の

指導力の向上

教職員の学校運営への

参画意識の向上
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図表 各要件に係る企業が考える連携の目的と実際の効果認識の差 

※数値は、連携等の目的として「重視している」の回答割合と、その効果について「効果があった」の回答割合の差。太字下線は各要件における上位3項目 

項目 

教育課

程編成 

委員会

等 

企業内 

実習 

企業と連

携した学

内での実

習・演習 

教員研

修 

学校関

係者評価 

委員会 

企業等が求める知識・技能等を身につけられる教育／教育

課程編成／教員養成／学校運営の実現 
37.9% 24.0% 31.1% 21.5% 36.3% 

企業等が求める知識・技能等を身につけた卒業生の採用 34.9% 16.8% 25.5% 17.8% 32.3% 

連携する専門学校とのネットワーク強化 14.5% 11.3% 12.6% 14.7% 14.6% 

他の委員等とのつながり等、社外ネットワークの構築・強化 5.4% － － － 10.5% 

連携する専門学校の教育活動への寄与 13.1% 17.9% 13.0% 16.6% 17.3% 

業界全体の発展への寄与 34.9% 26.2% 22.6% 28.9% 29.4% 

地域社会への貢献 26.8% 21.5% 19.9% 17.8% 25.4% 

生徒を指導／講師を経験させること等による自社社員等の育

成 
－ 15.4% 6.7% 9.2% － 

生徒によるアイデアの自社等事業への活用 － 7.3% 7.0% － － 

H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 

課題４  －質の向上・実態把握－  

  企業等が考える連携の目的と実際の効果認識の差の大きな項目として、「企業等が求
める知識・技能等を身につけられる教育の実現」等が挙げられた。 

➣ 取組の質の向上が重要であるとともに、効果確認のためには時間を要することから、
継続的な実態把握が必要。 

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より 40 



厚労省調査 課題５  ー社会人向けの講座開設－  

  専門実践教育訓練給付金制度における職業実践専門課程の活用状況については、平成27年９
月末までの指定講座(531講座)の受講のうち、受給実績は70講座 (13.2%)と低調(平成28年３月
末現在)。 

 
  なお、平成28年４月１日現在の専門実践教育訓練給付金制度における指定講座は、2,092講座となっている。 
  （内訳）・公的資格の養成課程等    ：1,230講座 

        ・職業実践専門課程       ：   760講座 

        ・専門職大学院         ：     79講座 

        ・職業実践力育成プログラム  ：      23講座 

➣ 夜間課程や土日課程の開設等の促進など、社会人（在職中の労働者）が受講しやすい工夫をす
ることが効果的と考えられる。 

指定講座数 

うち昼間課程 うち夜間課程 うち土日課程 

うち受給実績が
ある講座数（割
合） 

うち受給実績が
ある講座数（割
合） 
 

うち受給実績が
ある講座数（割
合） 

公的資格の養成課程等 989 835 488 (58.4%) 118 108 (91.5%) 10 8 (80.0%) 

職業実践専門課程 531 526  66  (12.5%)   5  4 (80.0%)  0 0 (0%) 

専門職大学院 71  42   22(52.4%)  28 27 (96.4%) 42 38 (90.5%) 

計 1,591 1,403 576 (41.1%) 151 139(92.1%) 52 46 (88.5%) 
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公的資格の養成課程等 

指定講座数 

専門実践教育訓練給付金制度における受給状況（平成28年３月末時点） 

※平成27年９月末までの指定講座
の 
  受講に対する受給実績状況 
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H27実態ｱﾝ
ｹｰﾄ 

 教員に対する企業等と連携した研修の実施状況は、「実施している」に着目すると、「担
当分野の実務に関する研修」に比べて、指導力等に関する研修の割合が全般的に低い。 

➣ 指導力等に関する研修の充実が必要。 

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より 42 

図表 教員に対する企業等と連携した研修の実施状況（各単数選択） 

課題６  －教員の研修－  
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48.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

担当分野の実務に関する研修

インストラクションスキルに関する研修

生徒指導・就職指導などに関する研修

学校運営に関する研修

実施している 実施していないが、実施の予定がある 実施しておらず、実施の予定もない

[N=2,482]
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【専門学校の修業年限別学科数】 
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出典：文部科学省「学校基本統計」 

○社会が要求する知識、技術等の高度化に対応するために、修業年限が長期化 
    する傾向。他方、１年以上２年未満の課程も約１５％存在。 

【専門学校の修業年限別学生数】 

総学科数：8,166学科 

総学生数：588,888人 

修業年限 学科数 学生数（人） 

１年以上２年未満  １，１７５ （１４．３％）   ２９，５３６  （  ５．０％） 

２年以上３年未満  ４，４４４ （５４．２％）  ３０１，１４９ （５１．２％） 

３年以上４年未満  ２，０６５ （２５．２％）  ２０７，６０６  （３５．３％） 

     ４年以上     ５１４ （ ６．３％）     ４９，８９２ （  ８．５％） 

済 

専門学校の修業年限別学科数の推移 
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